（様式第２号）　
　　　　　　　　　　農用地利用集積等促進計画案の提出時と同じ番号で可→（文書番号）
令和〇年〇月〇日

（公財）長崎県農業振興公社理事長　浦　真樹　様
公印不要→〇〇市長〇〇　〇〇
期間借地の取扱いにかかる要件確認書
今回提出した農用地利用集積等促進計画に含まれる期間借地について、「農地中間管理事業に係る期間借地の取扱いについて」（令和6年6月6日付6農営第10号長崎県農業経営課長通知）により示された要件については以下のとおり全て満たしていることを確認しました。
１．（出し手）〇〇（受け手）□□間の期間借地にかかる確認
●要件①（地域合理性確認）
土地所有者（出し手）が表作又は裏作の期間に耕作を続けること、及び当該土地所有者が耕作しない期間は他の農業者（担い手）が耕作を行っていくことが、その地域の農地利用の在り方として合理的であるか。
●要件②（担い手への集約化確認）
機構から農地を借り受ける農業者（担い手）が、まとまった農地（０.５ha以上の団地若しくは１筆で０.５ha以上の農地）で耕作できるなど、効率的かつ安定的な農業経営を行うことができるか。
●要件③（地域合意性確認）
①及び②であることが、農業者等による地域農業の将来像についての話し合いの結果として、地域計画の目標地図に位置づけられているか。（令和６年度においては、目標地図に位置づけられることが確実な農地であること。）

２．（複数件ある場合は１．同様に記入する）
（内容）


（記載例）出し手〇〇は普通水稲のみを作付けしているが、裏作にて受け手□□が露地野菜（ブロッコリ）を作付けすることで農地の有効利用につながり合理的である。





（内容）


（記載例）受け手□□は担い手（認定農業者）であり、今回借り受ける農地〇〇筆〇〇ｍ2を含めて〇〇筆〇〇ｍ2の団地となり効率的な耕作ができる。（別添説明図参照）





（内容）


（記載例）期間借地農地については地域計画A地区（R7.3.31公告予定）において出し手〇〇および受け手□□ともに目標地図に位置付けられることが確実である。








